
市の収入に占める借金返済額（公債費）の比率です。市が借金をできるかどうかは、県が許可をしま
すが、判断する目安として、平成17年度までは、起債制限比率という指標を使っていました。しかし、
この中には、下水道事業や病院事業など、特別会計・企業会計の借金返済に一般会計から出したお金（繰
出金）が含まれていませんでした。今年度から、新しい目安として取り入れられた実質公債費比率は、
繰出金も含んでいるため、借金返済の実態をより正確に把握できるとされています。この数値が18％を
超えると財政に黄信号、25％を超えると赤信号がともった状態であるといえます。 

実質公債費比率が従前の起債制限比率に比べ大きく増えているのは、下水道事業特別会計への繰出金
が多額となっていることによります。実質公債費比率を会計ごとで見てみますと、普通会計10.4％、下
水道特別会計6.9％、病院事業会計2.7％、水道事業会計1.0％となっています。これは、本市が重要な社
会資本である公共下水道事業を最重要施策として位置付け、比較的短期間で積極的に事業を推進・拡大
したことで、下水道整備は急速に進み普及率も平成17年度末で78.7％となりましたが、その結果として、
下水道事業に対する地方債（市債）の元利償還金が増加しているからです。なお、下水道事業に対する
公債費分の繰出金額は、すでにピークを過ぎており、今後は緩やかではありますが、減少していく見込
みとなっています。 
実質公債費比率が18％以上の団体は、　7　年以内に18％未満に下げるよう計画（公債費負担適正化計画

といい、ホームページで公表しています。）を策定し、提出が求められます。この計画の内容が適当な
ものであり、その実施が着実に行われている団体については、特に制限する必要があるものを除き、通
常どおり地方債（市債）の発行が許可されることになっています。なお、本市の公債費負担適正化計画
では、　5　年後の平成22年度に18％を下回る計画となっています。 



市の財政状況はどうでしょうか。収入（歳入）について、普通会計決算の平成11年度から平成17年
度までを比べてみました（表　1　）。 
収入は、景気の低迷による市税の減少、三位一体改革による地方交付税や国・県の支出金の減少な

どで、平成11年度の242億円から平成17年度では196億円と約46億円減少しています。 

収入を円グラフ（表　2　）で表わしてみますと、平成17年度の市税、使用料・手数料など、自主的な
財源は半分以下（約48％）で、収入の半分近くは、国・県の交付金・補助金（約44％）などの依存し
た財源に頼っていることがよく分かります。このため、国や県が交付金や補助金などを減らしてきた
場合などは、大きく影響を受けます。 



　3　ページ表　1　・　2　から分かるように、市の収入で大きく減っているのは、市税（約10億円）、地方交
付税（約　9　億円）、財産収入（約14億円）などです。 
 
 
景気の低迷などにより、収入の根幹に当たる市税は、平成16年度まで減り続けていました（表　3　）。

平成17年度は、若干増えましたが、この　7　年で約10億円（13.6％）減少しています。 

 
市税に次いで大きく減っているのが地方交付税です。この　7　年間で約　9　億円（16％）減っています
（表　4　）。地方交付税は、地方公共団体間の財政格差を是正するために、国税の一定割合を地方公共団
体に配分されるものですが、現在地方交付税の改革が進められており、今後、大幅に減らされる可能
性があります。 



収入（歳入）の大幅な減少を受け、市では支出（歳出）の削減に努めてきました。 
表　5　から分かるように、市の支出は、237億円（11年度）から190億円（17年度）と約47億円削減し

ています。 

 11年度 17年度 
 
扶助費は、社会保障制度の一環として、生活困窮者、要援護　高齢者、障害者

などの生活維持や保育園での保育活動などに支出される経費です。今後も増え
ていくと考えられます。 
 
 
繰出金は、下水道特別会計などへ支出される経費です。 

上記のように、支出では大幅な削減をしていますが、収入が税や地方交付税などでは足らないため、
その不足分を基金（貯金）から繰り入れしてきました。このため、基金の額は、年々減少しています。 



歳出で大きな割合を占める人件費の削減は、緊急の課題です。市では、勧奨退職制度などを活用し、
職員定員の削減を実施しました。この結果、普通会計職員定員は 

575人（平成16年　4　月　1　日）　→　551人（平成17年　4　月　1　日）　→　550人（平成18年　4　月　1　日） 
 

となり、削減効果は、年間約　1　億　8　千万円となりました。また、収入役の廃止、調整手当の廃止、特
別職報酬の削減、管理職手当の引き下げなどを加えますと、人件費関係で合計約　2　億　8　千万円を削減
しました。 
職員定員については、平成22年　4　月　1　日までにさらに26人削減する予定です。 

市では、平成16年10月に策定した｢第　3　次土岐市行財政改革｣やこれを引き継ぐものである『土岐市
集中改革プラン』（本紙　5　月　1　日号に掲載）に基づき、財政健全化の推進、組織機構の見直し、事務
事業の見直しなどを進めています。 

市民税・固定資産税や下水道事業受益者負担金の前納報奨金を見直し、平成17年度から実施しました。
また、平成19年度から、市民税・固定資産税の前納報奨金はなくなります。 

平成18年度から順次見直しを実施しています。 

ごみ収集手数料の導入、し尿収集手数料・保育料などの見直しを検討しています。 



詳しくは、総務課財政係（内線226・227）へどうぞ。 


